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１．調査団員･氏名  



資料-1　調査団員・氏名

1-1 現地調査 （平成15年 10月 30日 ～ 平成15年 11月 28日）

1 総括　：　西宮宣昭

　　Noriaki NISHIMIYA　：　Leader

国際協力機構　無償資金協力部　業務第三課

2 業務主任／道路交通計画　：　兼田公揮

　　Koki KANEDA　：　Chief Consultant /Road & Traffic Planner

日本工営／オリエンタルコンサルタンツ共同企業体（日本工営）

3 道路設計　：　横田英一

　　Eiichi YOKOTA　：　Road Designer

日本工営／オリエンタルコンサルタンツ共同企業体（日本工営）

4 海洋構造物設計　：　三枝富士男

　　Fujio SAIGUSA　：　Marine Structure Designer

日本工営／オリエンタルコンサルタンツ共同企業体（日本工営）

5 自然条件調査I(地形/地質）　：　藤熊昌孝

　　Masataka FUJIKUMA　：　Natural Condition Surveyor I  (Topography / Geology)

日本工営／オリエンタルコンサルタンツ共同企業体（ｵﾘｴﾝﾀﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ）

6 自然条件調査II(海象/水質）　：　遠藤秀文

　　Shubun ENDO　：　Natural Condition Surveyor II (Marine/Hydrological)

日本工営／オリエンタルコンサルタンツ共同企業体（日本工営）

7 環境社会配慮　：　佐井茂

　　Shigeru SAI　：　Social and Environmental Analyst

日本工営／オリエンタルコンサルタンツ共同企業体（ｵﾘｴﾝﾀﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ）

8 付帯施設計画(上下水道）　：　蔦英夫

　　Hideo TSUTA　：　Road Facility Planner

日本工営／オリエンタルコンサルタンツ共同企業体（日本工営）

9 施工調達計画／積算　：　長井崇泰

　　Takayasu NAGAI　：　Construction & Procurement Planner/ Cost Estimator

日本工営／オリエンタルコンサルタンツ共同企業体（日本工営）

10 橋梁補修計画　：　渡辺真一郎

　　Shinichiro WATANABE　：　Bridge Mend Planner

日本工営／オリエンタルコンサルタンツ共同企業体（日本工営）



1-2 ﾄﾞﾗﾌﾄﾚﾎﾟｰﾄ説明 （平成16年 2月 26日 ～ 平成16年 3月 6日）

1 総括　：　高岡　亨輔

　　Kyosuke TAKAOKA　：　Leader

国際協力機構　パラオ事務所

2 計画管理　：　西形康太郎

　　Kotaro NISHIGATA　：　Project Coodinator

国際協力機構　無償資金協力部　業務第三課

3 業務主任／道路交通計画　：　兼田公揮

　　Koki KANEDA　：　Chief Consultant /Road & Traffic Planner

日本工営／オリエンタルコンサルタンツ共同企業体（日本工営）

4 道路設計　：　横田英一

　　Eiichi YOKOTA　：　Road Designer

日本工営／オリエンタルコンサルタンツ共同企業体（日本工営）

5 環境社会配慮　：　佐井茂

　　Shigeru SAI　：　Social and Environmental Analyst

日本工営／オリエンタルコンサルタンツ共同企業体（ｵﾘｴﾝﾀﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．調査行程 



資料-2　調査行程

2-1 現地調査 （平成15年 10月 30日 ～ 平成15年 11月 28日）

日順 月日 曜日 団員移動内容 宿泊地 調査内容
1 10/30 木 兼田,横田,長井団員日本発コロール着 コロール 移動日

2 10/31 金 コロール JICA訪問、資源開発省訪問、現地踏査、測量打合せ

3 11/1 土 西宮団長日本発コロール着 コロール 現地調査

4 11/2 日 コロール 現地踏査（含むミナト橋下部工目視調査）

5 11/3 月 藤熊,佐井団員日本発コロール着 コロール JICA、大使館､大統領府､コロール州訪問

6 11/4 火 コロール 資料収集、現地調査

7 11/5 水 遠藤,蔦,渡辺団員日本発コロール着 コロール 大領府打合せ、Ｍ／Ｄの署名

8 11/6 木 西宮団長コロール発日本着 コロール 資料収集、現地調査

9 11/7 金 コロール 大統領府、資源開発省打合せ

10 11/8 土 コロール 資料整理

11 11/9 日 コロール 資料整理

12 11/10 月 コロール 電力・通信関係の打合せ資料収集、コロール州打合せ

13 11/11 火 渡辺団員コロール発日本着 コロール 水産資源局、首都改善事業部、公共事業局打合せ

14 11/12 水 コロール 資料収集、現地調査

15 11/13 木 三枝団員日本発コロール着 コロール 大統領府打合せ、団内打合わせ

16 11/14 金 コロール 交通量調査実施、団内打合せ

17 11/15 土 コロール 資料整理

18 11/16 日 コロール 資料整理

19 11/17 月 コロール ペリリュー島道路舗装機材・道路整備状況視察

20 11/18 火 横田団員コロール発日本着 コロール 交通事故データ収集、大統領府打合せ

21 11/19 水 遠藤団員コロール発日本着 コロール バベルダオブ島内道路視察、資料収集、現地調査

22 11/20 木 コロール 資料収集、カルバート調査

23 11/21 金 コロール マラカル島道路排水系統調査、コロール州知事打合せ

24 11/22 土 三枝,藤熊,佐井団員コロール発日本着 コロール 資料整理

25 11/23 日 コロール 資料整理

26 11/24 月 蔦団員コロール発日本着 コロール CIPとマラカル島道路共同調査、資源開発省打合せ

27 11/25 火 コロール 警察と事故記録照査

28 11/26 水 コロール 資源開発省、大統領府、公共事業局、CIP挨拶報告

29 11/27 木 コロール (感謝祭で休日)現地および採石場等関係施設写真撮影

30 11/28 金 兼田,長井団員コロール発日本着 東京 移動日



2-1 ﾄﾞﾗﾌﾄﾚﾎﾟｰﾄ説明 （平成16年 2月 26日 ～ 平成16年 3月 6日）

日順 月日 曜日 団員移動内容 宿泊地 調査内容
1 2/26 木 兼田,横田,佐井団員日本発コロール着 コロール 移動日

2 2/27 金 コロール JICA訪問、資源開発省訪問、現地踏査

3 2/28 土 西形計画管理員日本発コロール着 コロール 現地調査

4 2/29 日 コロール 現地踏査

5 3/1 月 コロール JICA、大使館､大統領府訪問

6 3/2 火 コロール 資源開発省打合せ

7 3/3 水 コロール 資源開発省打合せ、M/Dの署名

8 3/4 木 コロール 現地調査

9 3/5 金 西形計画管理員コロール発日本着 コロール 資料整理

10 3/6 土 兼田,横田,佐井団員コロール発日本着 東京 移動日



 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 関係者(面会者)リスト 



資料-3　関係者(面会者）リスト

3-1 現地調査 （平成15年 10月 30日 ～ 平成15年 11月 28日）

在パラオ日本国大使館 Embassy of Japan in Palau
諏訪　潔 臨時代理大使

国際協力機構 Palau Office, Japan International Cooperation Agency (JICA)
パラオ事務所 高岡　亨輔 所長

相園　健二 所員

大統領府 Office of the President
Mr. Remengesau President
Mr. Kione J. Isechal Engineer (Highway & Bridge)
Mr. Donald Haruo President Special Economic Adviser & Japan 

Palau Raision Officer
Mr. Yukio Tanaka Economic Advisor (JICA Advisor)

資源開発省 Ministry of Resources and Development
Mr. Fritz Koshiba Minister

測量局 Bureau of Land & Survey, Ministry of Resources and Development
Mr. W. Marcil Director

PALARIS Palau Automated Land And Resource Information System
Ms. Kelly L. Raleigh Program Manager
Ms. Nobuko Murai GIS Analyst (JOCV)

公共事業局 Bureau of Public Works, Ministry of Resources and Development
Mr. Masasinge Arurang Director

首都圏改善計画部 Capital Improvement Program
Mr. Richard Mangham Manager

コロール州 State of Koror
Mr. John C. Gibbons Governor

警察庁 Bureau of Public Safety
Mr. Hazime Telei Director

気象局 National Weather Service, National Oceanic & Atomospheric Administration
Ms. Maria Ngemaes Meteorologist

環境保全局 Environmental Quality Protection Board
Mr. John Kintaro



3-2 ﾄﾞﾗﾌﾄﾚﾎﾟｰﾄ説明 （平成16年 2月 26日 ～ 平成16年 3月 6日）

在パラオ日本国大使館 Embassy of Japan in Palau
諏訪　潔 臨時代理大使

国際協力機構 Palau Office, Japan International Cooperation Agency (JICA)
パラオ事務所 高岡　亨輔 所長

相園　健二 所員

大統領府 Office of the President
Mr. Remengesau President
Mr. Kione J. Isechal Engineer (Highway & Bridge)
Mr. Donald Haruo President Special Economic Adviser & Japan Palau

Raision Officer
Mr. Yukio Tanaka Economic Advisor (JICA Advisor)

資源開発省 Ministry of Resources and Development
Mr. Fritz Koshiba Minister

首都圏改善計画部 Capital Improvement Program
Mr. Richard Mangham Manager

コロール州 State of Koror
Mr. John C. Gibbons Governor



 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．当該国の社会経済状況 
 
 

 







 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.討議議事録（M/D） 
 

資料-5.1 現地調査 2003年 11月 5日 

資料-5.2 概要説明 2004年 3 月 3 日 

 

 

 

 

 

 

 
 









































 

 

 

 

 

 

 

 

 
6.基本設計概要表 
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基本設計概要表 

１．協力対象事業名 

パラオ共和国 島間連絡道路改修計画 

２．要請の背景(協力の必要性･位置付け) 

パラオ共和国(以下「パ」国)は、従来のアメリカ依存型の経済発展からの自立を目指す目的で、経済発

展の基本国家計画として1996年「国家開発計画2020」を策定した。この基本計画では社会資本の整備

が最重要課題であるとしており、道路セクターは必要性が最も高いものとして位置付けられている。一

方、「パ」国政府は、1994年の独立当初から財政上の問題点を抱えてきた。道路整備を管轄する資源開

発省の年間予算は国家予算の約半分を占めるが、道路整備維持管理の予算は十分ではない。2010年

には米国の資金援助が打ち切られる予定であり、さらに削減を強いられることになる。 

本無償資金協力案件の計画路線を含む「パ」国の主要道路網約100㎞は、1930年代日本統治下で整

備されており、米国委任統治下でその維持管理と延伸が行われてきた経緯を有する。その後も、日本

政府は、「パ」国独立以前から各方面の社会資本の整備、及び技術支援を実施してきている。 

現在、道路セクターとして抱える問題点には次のようなものがある。 

１）小規模の日常管理は行われてきているが、道路維持管理関係の計画予算規模が 40-50 万ドル/

年に対し実際の割当交付額は約 14 万ドル/年の年度があり予算が計画通りに使えない等の理

由から、大規模な道路補修工事が実施されていないため、提体道路(コーズウェイ)では構造

物の崩落事故が生じている。 

2）近年の交通量は年率８％程度で増加しているのに対し、予算不足により道路整備はこれに見

合うものではなく、その結果市街地において渋滞を招くようになってきている。 

3）車両能力の向上、車両の大型化は、重大死傷事故を頻発させる要因となってきており、幅員

の狭い既存コーズウェイでの重大事故率は一般区間の約 1.38 倍と高い。 

4)コロール地域では年平均降雨量が 3,658 ㎜と多く、強雨時に道路冠水による交通障害が頻発

している。 

5）市街地道路の歩道整備率が 2%と前後でしかなく、歩行者の安全確保に問題がある。 

 

こうした背景から「パ」国政府は我が国に首都圏幹線道路の改善に係る無償援助を要請してきた。その

内容は、「公共セクター投資プログラム（2003-2007）」に計画されているコロール首都圏幹線道路（延長

計 17.4km）の整備である。 

日本政府は JICA を通じ 2003 年 3 月予備調査団を現地に送り、緊急性･優先度を調査した結果、３ヶ所

のコーズウェイ(ミナト橋を含む)とマラカル島内の道路整備に係る基本設計調査の実施を決定した。 

基本設計調査の結果、本事業の実施により、狭く危険で、さらなる崩壊をも危惧される現況道路構造物

を補強・拡幅し、将来交通量に見合った安全な首都圏のライフラインを構築することを援助対象とした。 
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３．プロジェクト全体計画の概要 

（１） プロジェクト全体計画の目標 

z 首都圏の道路において安全かつ円滑な交通流を確保する 

z 雨量の多いコロール地域の強雨時の道路冠水による交通障害が減少する 

z 歩道整備区間では、歩行者の安全を確保する 

z 道路維持管理が容易となるようにする 

裨益対象の範囲及び規模 ： 首都圏住民約 15,000 人 

（２） プロジェクト全体計画の成果 

「パ」国首都圏を構成する４島（コロール、マラカル、アラカベサン、バベルダオブ）のコーズウェイ(ミナト

橋を含む)及びマラカル島内道路の整備 

（３） プロジェクト全体計画の主要活動 

ア 道路の維持管理のための人員･機材を配置･整備する 

イ 品質管理･維持管理方法の向上を図る 

（４） 投入（インプット） 

ア 日本側：無償資金協力 7.89 億円 

イ 「パ」国側：1.04 億円、必要な人員 60 人・月、運営･維持管理にかかわる経費 24,450 ドル/年 

（５） 実施体制 

実施機関 資源開発省（MORD）（供用後の維持管理は MORD 公共事業局が担当機関となる） 

４．無償資金協力案件の内容 

（１）サイト 

「パ」国 コロール市内 

（２）概要 

  コロール市における下表区間のコーズウェイ(ミナト橋を含む)及びマラカル島内道路の改修 

対象ヶ所 延長 

アイライコーズウェイ拡幅改修 0.73kｍ 
ミュンズコーズウェイ拡幅改修 0.67ｋｍ 
マラカルコーズウェイ拡幅改修 0.51ｋｍ 
マラカル島内道路拡幅改修 1.63ｋｍ 
ミナト橋の補修 0.08km 

合計 3.62km 

（３）相手国負担事項 

z 環境影響評価及び必要手続きの実施 

z 事業用地(道路用地)の確保 

z 電力線の仮設施設用地までの設置 

z 埋設されている通信線の移設 

 

（４）概算事業費 

  概算事業費 8.93 億円 （無償資金協力 7.90 億円、「パ」国負担 1.03 億円） 
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（５）工期 

詳細設計･入札期間を含め約 25 ヶ月を予定 

（６）貧困・ジェンダー・環境及び社会面の配慮 

z コーズウェイを横断する干満時の海流を工事中も確保する 

z 工事地域一部に生息するサンゴの保護 

z コーズウェイ両端に生息するマングローブ林への影響の最小化 

z 捨石護岸採用により、海中生物の生息域としての空隙・空間の確保 

z 現状の道路線形を維持し、新規の土地収用を最小化とする 

z 狭幅員で路側防護施設のない現況コーズウェイを改修し、安全性の高いものとする 

５．外部要因リスク 

「パ」国側の交通法規遵守、マナー向上策が継続実施されない 

50 年確率を超える波浪や大地震が発生しない 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

７．プロジェクト全体計画の事後評価にかかわる提案 

（１）プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標   

①構造堅牢性の向上：崩落の危険性があるコーズウェイが本体設計耐用年数５０年として改修される 

②安全性の向上：現状の 16 件/年の交通事故件数*が減少する 

*交通事故件数の現状の数値は、コーズウェイにおける 1997 年から 2003 年迄の年間事故数の平均

値(出典：パラオ司法省、警察) 

注 1：走行速度は、大きく改善できると考えられるが、事故防止のため設計速度以下での走行を行う

ことが重要と考えているので指標としては考えていない 

注 2：交通処理可能量は、改修区間両端部で拘束を受けるため直接効果は期待できない 

（２）その他の成果指標 

  現状の数値 供用開始時 1年後の数値 

① ｻｰﾋﾞｽﾋﾞﾘﾃｨ 乗り心地の改善 IRI=8** IRI=3 IRI=3 

** (International Roughness Index：国際ラフネス指数)路面の平坦性を表す指標の一つ 

（３） 評価のタイミング 

2007 年以降（施設完工後 1 年経過後） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.参考資料/入手資料リスト 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 



資料-7　参考資料/入手資料リスト （収集／作成資料）

収　集　資　料　リ　ス　ト　（収集資料） 2003 年 12月 5日  作成

主管部長 文書管理課長 主管課長 　情報管理課長 図書資料室受付印

プロジェクトID 調査団番号

地　域 大洋州 調査団 パラオ国島間連絡道路改善計画基本設計調査 調査の種類 道路基本設計 担当部課 　無償資金協力部　第三課

国　名 パラオ 配属機関名 現地調査期間 平成15年 10月30日 ～ 平成15年11月28日 担当者氏名 西形

番号 資　料　の　名　称 発行年 版型 ページ オリジナル 部数 収集先名称叉は発行機関 寄贈・購入 利用 利用者 納　入
数 ･コピーの別 (価格)の別 取扱区分 表示 所属氏名納入予定日 確認欄

1 Environmental Impact Statement Regulations 図　書 コピー 1 寄贈
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1. 自然条件調査 

1-1 地質調査 

1) 概況  

パラオ共和国はカロリン諸島の西端に位置し海域面積約 312 万 km2、陸地面積約 441 km2 を有する

島嶼国であり、北緯 6°53’～8°12’、東経 134°08’～134°44’の範囲に位置する。 

パラオは環太平洋火山帯の一部に属しており、その成り立ちは太平洋プレートへの沈み込みによるも

ので、海溝沿いの海底火山噴出の隆起部（パラオ海嶺）による火山島に起源している。その火山島を

基盤として、第３紀以来珊瑚礁形成が進行し、その後、地殻・海面変動に伴って隆起珊瑚礁の島々

が誕生したとされる。 

パラオ本島と呼ばれるバベルダオブ島など火山島を除いた隆起珊瑚礁の島々は、浸食されやすい

石灰岩を主に形成され、ロックアイランドに代表されるマッシュルーム型に見られるような奇観を造り出

している。 

表 1-1   パラオ諸島の地勢概況 

形成 火山島 石灰岩島 

島嶼名 バベルダオブ島（397 km2） 

コロール島（9.1 km2） 

アラカベサン島(5.2 km2) 

マラカル島（2.3 km2） 

ロックアイランド ペリリュー島 

アウンガウル島 

カヤンゲル島 

ガルンゲル環礁等 

特性 安山岩、玄武岩、凝灰岩とロ

ームで形成される海抜 216m

以下の段丘状 

第３紀石灰岩で形成され

る海抜 60m 以下の段丘

状 

新紀石灰岩で形成される

海抜 50m 以下の段丘状 

 

パラオの地質構造は、米国農業局が実施した地質調査報告書「Soil Survey of Island of Palau 

Republic of Palau（1983 年 3 月発行）」によると粒度分布、排水性、地層深度、有機物を含む肥沃さ等

の地質性状により 18 種類の地質分布に分類される。珊瑚石灰岩島嶼の地質は、薄い表土の下は石

灰質岩で形成され、そのほとんどは均質で類似している。一方、火山島嶼は、地層構成が複雑で、か

つ地形に沿って層序が急峻である。表層部は排水性が高く、粒度が細かい砂、ロームにより形成され、

深度の浅いところから、ローム、火山灰質粘土の層序を成し、凝灰質玄武岩、安山岩などの基岩の露

頭が観察される。 

1 
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図 1-1   Soil Survey of Islands of Palau Republic of Palau Issued March 1983 

By United States Department of Agriculture  

2) 表層地質の概況 

前頁の図によって示した地質調査図から計画路線上の表層地質は、人工のコーズウェイを除き以下

のように推測される。 

表 1-2 計画路線の表層地質 
計画路線 表  層  地  質 

ミュンズｺｰｽﾞｳｪｲ 起終点側の内陸部地層は Aimeliik-Palau 層、海岸付近までは Iiachetomel
層、コーズウェイ部は海成段丘土が分布。 

ﾏﾗｶﾙ島内道路お

よびｺｰｽﾞｳｪｲ 
路線上の地層はすべて Outcrop-Peleliu 層である。 

ｱｲﾗｲ・ｺｰｽﾞｳｪｲお

よびﾊﾞﾍﾞﾙﾀﾞｵﾌﾞ島

内道路 

コロール島起点は、Iiachetomel 層海成段丘土、コーズウェイの中間島は、

Outcrop-Peleliu 層。アイライ側ﾊﾞﾍﾞﾙﾀﾞｵﾌﾞ島内道路は Aimeliik-Palau 層

および海成段丘土が分布。 
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3) 計画路線の路床土の土質調査結果 

各計画路線上の路床土の試料採取は、現道の舗装構造のスケッチ、写真記録も併せて行った。代

表地点における路床土の土性および CBR 試験結果は、表 1-3 のとおりである。 

 

表 1-3   路床土の土質試験結果 

 土  性 
試料番

号 

起点 

からの

距離m 
表 層 地 質 自然 

含水比 

75μ> LL PL PI 

土質 

分類 

記号 

水浸 

C.B.R

. 

備  考 

Arakabesang（コーズウェイ 0.67km）  

A01 0 Iiachetomel

層 

55.2 73.5 57 31 26 SC 12 Arakabesangの起点付近、細粒物が多く、締め

固めが悪いｼﾙﾄ混じり粘土（赤褐色） 

A04 1,000 埋戻土 

（粘土） 

57.6 74.0 59 31 28 SC 10 同上 

A06 1,850 埋戻土 

（粘土） 

72.2 91.4 62 43 19 SC 6 同上 

Malakal （コーズウェイ0.97km、島内道路1.58km、 延長計2.55 km）  

M01 0 Aimeliik 

-Palau層 

29.0 46.9 41 28 13 SC 21 ｼﾙﾄ混じり粘土（赤褐色）、自然含水状態での締

め固め度は高く、支持力比も高い 

M03 1,200 同上 30.3 43.4 41 27 14 SC 24 同上 

M06 2,800 同上 26.3 40.9 30 26 4 SC 18 同上 

M12 3,250 Outcrop-Pele

liu層 

Coral Mix 

25.4 40.1 30 26 4 S 19.5 珊瑚石灰岩を含むｼﾙﾄ混じり砂質土、改良土で

あり、自然含水比状態での締め固めは良好 

Baberdaob（コーズウェイ 0.72km、島内道路 0.4km 延長計 1.12km）  

B04 300 Iiachetomel

層海成段丘土 

ｺｰｽﾞｳｪｲ 

埋戻土 

65.9 90.8 61 42 19 CH 10 路体を形成している石灰混じり粘土は、自然状

態での含水比は高く、支持力比は低い。 

B06 500 ｱﾌﾟﾛｰﾁ盛土 

埋戻土 

61.3 89.8 56 32 24 SC 11 同上 

B09 200 Aimeliik 

-Palau層 

69.5 74.5 59 40 19 SM/MH 8 ｼﾙﾄ混じりローム質粘土､自然含水状態での支

持力比が極端に低い。路体の置き換え、改良が

必要。 

 

路床土についての考察 

コーズウェイの路体を形成する埋め戻し土（地山から採取された粘質土～粘土）は、通常は強度的に

は問題ないものの、細粒土の含有率が 70％以上、含水比が 60 以上の場合、極端に支持力比が低く

なる傾向を示す。施工中の浸水により、性状が変化し、強度低下を起こすことが予測されるので、対

策として材料置換、安定処理等を施すことが、改修方針の策定時に留意すべき点と考える。 

1 
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4) 骨材調査結果 

ｺﾛｰﾙ島の主な採石場２ヶ所について調査を行った。 

① ＰＴＣ採石場 

採石場は、Aimeliik-Palau 層にあたり、表層ローム下の凝灰岩、凝灰質安山岩～玄武岩が採取

される。採取される岩塊のほとんどは、固結度は高くないが、空隙の少ない比較的固結度が高い

箇所での採取を行っている。 

② ＨＢＲＣ採石 

この採石場は、アイライコーズウェイのコロール側島接続付近に存在し、Outcrop-Peleliu 層の石

灰質砂岩および石灰岩である。割れ口のエッジが鋭いところがある。 

表 1-4   砕石の品質試験結果 

試験項目 PTC 採石場 HBRC 採石場 米国基準* 日本基準** 

岩 質 玄武岩 石灰岩 Class B 表層・基層 上層路盤 

表乾比重 

吸水率 

すりへり減量 

硫酸ﾅﾄﾘｭｳﾑによる安定

試験 

2.56 

（3.52） 

25.0 

（17.4） 

2.5 

2.804 

（35.1） 

1.2 

- 

- 

45％以下 

12％以下 

2.45 以上 

3.0％以下 

30％以下 

12％以下 

- 

- 

50％以下 

20％以下 

* AASHTO M283-81 Coarse Aggregate for Highway & Airport Construction (ASTM D2940) 

**アスファルト舗装要綱（社）日本道路協会 

上記試験結果に基づくと、PTC 採石場で生産される砕石は、表乾比重、すりへり減量以外、表層・基

層としてのアスファルトコンクリートの骨材として、判定基準を満たしていない。HBRC 採石場の石灰岩

は、すりへり減量のみ、満たしていない。 

1 
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1-2 地形測量 

地形測量は、以下の仕様のとおり実施した。 

表 1-5   地形測量仕様 

測量範囲 測量手法 測量内容 成果品 

中心線測量・平面測量 ・ センター鋲の設置（100m ピッチに鋲、20m ピ

ッチにペイント） 

・ 幅 30m 平板測量を実施 

平面図(1/500) 

道路縦断測量 ・ 道路中心線上の EL を測定 縦断図(H=1/500, 

V=1/100) 

陸上地形測量 

道路横断測量 ・ 起終点および測点毎（20m 間隔）、変化点で幅

30m の横断測量を両側実施 

 

横断図(1/100) 

 

地形測量に当たっては、資源開発省（MRD）測量局（BLS）の協力のもと、以下の路線上の水準点お

よび座標点を基点に KBM(仮ベンチマーク)を路線上に設置した。 

表 1-6   コントロールポイント･リスト 

座標点 水準点 路線名 名称 

X 座標(E) Y 座標(N) 高さ（EL） 

コロール島内 FLA1 51888.19500 148696.9990 10.492 

 T-DOCK 52823.31000 149886.4400 - 

 BM6 - - 3.114 

ｱﾗｶﾍﾞｻﾝ・ｺｰｽﾞｳｪｲ DIDAL 1 51343.55219 149233.5975 - 

 DIDAL 2 51261.29859 149757.5269 - 

ﾏﾗｶﾙ・ｺｰｽﾞｳｪｲ、島内道路 CINN 50696.15293 148543.8343 - 

 KAL 49794.80000 147551.0800  

 BM1 - - 1.538 

 BM2 - - 2.366 

 BM3 - - 1.914 

出典：資源開発省測量局（実測値） 

表 1-7   各路線の KBM 一覧表 

座標点 水準点 路線名 名称 

X 座標(E) Y 座標(N) 高さ（EL） 

ｱﾗｶﾍﾞｻﾝ・ｺｰｽﾞｳｪｲ KBM1 51364.87500 149174.0500 3.897 

 KBM2 51257.41300 149854.5440 1.950 

ﾏﾗｶﾙ・ｺｰｽﾞｳｪｲ、島内道路 KBM3 50429.31600 148386.6050 1.985 

 KBM4 50259.35000 147680.7070 2.266 

ｱｲﾗｲ・ｺｰｽﾞｳｪｲ KBM5 54986.81000 150472.0460 2.028 

 KBM6 55315.37300 150811.9440 1.819 

ﾊﾞﾍﾞﾙﾀﾞｵﾌﾞ島内道路 KBM7 56217.77000 151223.8470 2.288 

出典：現地再委託測量（実測値） 
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2. コロール首都圏における上下水道施設の現状 

2-1 上水道施設 

2-1-1 既存上水道施設の概況 

現在、コロール、アラカベサン、およびマラカルの各地区への上水の供給は、バベルダオブ島のアイ

ライ浄水場よりコロール島のネゲルミドおよびゲンケソール配水池、アラカベサン島のアラカベサン配

水池に送水された後、各地区に配された配水管を通して行われている。ただし、マラカル島に関して

は、マラカル配水池があるものの直接送水されてはおらず、コロール地区の配水本管から分岐しマラ

カル島内に配された配水本管に各戸への給水管を接続する形で行われている。このため、マラカル

配水池では配水地の設置後一度も貯水されない状況が続いている。主要な上水道施設の配置につ

いて図 2-1 に示す。 

コロール島およびアラカベサン島の各配水池までの送水管は、1991 年に本邦無償資金協力により設

置された。各地区への給・配水施設については、米国により 1978～80 年にかけて建設された施設が

現在も利用されている。コロールおよびアイライ州の給水状況について下表に示す。 

表 2-1   コロール－アイライ州の上水道概況 

給水人口 : 15,407 人（2000 年統計資料） 

計画一人一日水需要量 : 257 ﾘｯﾀｰ/人/日（1990 年における 2000 年計画値） 

一日平均配水量 : 15,140 m3/日（400 万ｶﾞﾛﾝ/日） 

水道メーター設置数 : 2,922 個（2003 年 11 月調べ） 

水道料金 
: 5USD/月（アイライ州） 

 0.85USD/1,000 ガロン（コロール州） 

 

 

 

2-1-2 調査対象路線における上水道施設 

上述の上水道施設のうち、調査対象路線に設置されている施設は表 2-2 のとおりである。 

表 2-2   調査対象路線の上水道施設 

調査路線 アイライ CW ミュンズ CW ﾏﾗｶﾙ CW ﾏﾗｶﾙ島内道路 

調査延長(km) 1.12 0.67 0.97 1.58 

用途 送水 配水 送水 配水 配水 配水 

管径(mm) 250 200 250 200 200 200 

管種 DCIP AC SP AC AC AC 

設置方法 埋設 埋設 露出 埋設 埋設 埋設 

建設年 1991 1978-80 1991 1977-80 1977-80 1977-80 

Note) DCIP：ダクタイル鋳鉄管、SP：鋼管、AC：アスベスト管 

これらの管路施設の状態については、本調査において実施された試掘調査に合わせて確認すること

とした。試掘調査の全箇所において水道管を確認するには至らなかったが、漏水等の懸念された配

水本管に利用されているアスベスト管については、試掘の結果からは管路のクラック、腐食等は見ら

れず、また漏水の発生も確認されなかった。埋設管路の土被りは概ね 1～1.2 m あり、管路の周囲 10

2 



パラオ首都圏島間道路改善計画 巻末資料 

 巻末資料 P-7

～20 cm を砂により埋め戻されており、適切に布設されていることが確認された。 

また、資源開発省の下部組織であり、上下水道施設を管理する公共事業局に対し、現状での問題箇

所、管路の補修状況についてヒアリングを実施した結果、過去 10 年間において配水本管に係る補修

工事は 1 ヶ所であったとの回答を得た（図 2-1 参照）。予備調査において指摘された漏水については、

その多くが配水本管から分岐し、各家庭に至るまでの給水管において発生しているとのことであっ

た。 

マラカル島の水不足問題について、島内でヒアリングを実施したところ、現時点において水不足を感

じているとの回答はなかった。したがって、現時点において上水道施設の機能は十分であると考える。

ただし、今後マラカル島内の開発が進行し、ホテル等の大型商業施設の建設が進行した場合には、

送水と配水を分離した給水システムを確立することが望まれる。 

 

2-1-3 実施機関および関連機関 

現在、コロール－アイライ地区の上水道の運営維持管理は、開発資源省下の公共事業局上水道部

により行われている。同部は、管路施設担当者 10 名と浄水場担当者 16 名の計 26 名が所属している。

本事業に関連する管路施設担当者の主な業務は、水道管への接続、管路施設の補修となっている。

近年の予算要求額を入手したが、その約 8 割は従業員への報酬となっている。表 2-3 に内訳を示

す。 

表 2-3   事業予算状況（2003～2004 年度）(USD) 

 2003 年度 2004 年度 

人件費 102,380 129,000 

燃料、油脂類 5,000 20,500 

維持管理 3,000 3,000 

光熱費（電気代） 500 1,000 

その他 20,200 4,000 

計 131,080 157,500 
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2-1-4 既存の事業計画、および他ドナーの援助動向 

予備調査時点で確認された事業計画の進捗状況とその内容について確認した。 

表 2-4   既存事業計画の進捗状況 

パラオ地域給水システム

事業 

事業は既に完了している。ただしコロール州以外の地方部にお

ける給水施設整備事業であり、本調査対象地域との関連はな

い。事業費は 10 百万 USD である。 

コロール上水道施設補修・

拡張計画 

事業は完了している。本事業は既存のアイライ浄水場の拡張事

業であり、本調査対象地域との関連はない。事業費は 0.5 百万

USD である。 

 

今後の事業計画については、日本に対し上水道施設改善・拡張計画の要請を行っている他には確

認されなかった。 

2-1-5 道路改修に伴う上水道施設改修の必要性 

現地調査結果より、調査対象路線内の上水道管路施設については当面の利用に支障をきたすもの

ではないと考える。現時点において「パ」国側には施設更新の具体的な計画はない。既存施設は供

用開始後 20 年以上が経過しているものの、土被りも適切であり、管路の状態も比較的健全な状態に

あることから、本事業に及ぼす悪影響は無いものと考える。したがって、既存の施設については当面

の間、現状のまま使用することとし、本事業による上水道施設の移設、改善の必要性は無いものと考

える。 
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図 2-1   コロール州上水道施設配置図 
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2-2 下水道 

2-2-1 既存下水道施設の概況 

コロール州の下水道システムは、家庭や工場、商業施設から排出される汚水のみを収集する分流式

を採用している。雨水は道路側溝等に流出し、未処理にて河海に放流されている。コロール、アラカ

ベサン、およびマラカルの各地区から発生した汚水は、下水管を通じて、マラカル島のマラカル下水

処理場（処理能力 3,800 m3／日）に収集され、処理後にマラカル島沖合い 600 m にて海中放流され

ている。しかしながら、既存の下水処理施設は老朽化および維持管理不足により機能しておらず、現

在は汚水が未処理のまま放流されている状況にある。現在、処理能力を 2 倍の 7,600 m3／日に拡張

した処理場を建設中であり、2004 年中頃の完成を目指している。 

既存の下水道施設の多くは、米国により 1978～80 年頃に建設されたものである。汚水の収集方式に

は、地形条件により自然流下方式と圧送方式を採用している。自然流下区間は約 37 km、圧送区間

は約 14.5 km と報告されている。管路の種類には、自然流下区間において最近では PVC を用いられ

ているものの、従来では管径 200 mm 以上の管路においてアスベスト管が用いられており、現在でも

供用されている区間がある。圧送区間においては、ダクタイル鋳鉄管が用いられている。また、圧送

に必要となるポンプ場が、州内には計 47 ヶ所設置されている。主要な下水道施設の配置について、

図 2-2 に示す。 

表 2-5   コロール州の下水道概況 

処理戸数 1,900 戸（2003 年） 

一日平均汚水量 7,200 m3/日（1994 年における 2010 年予測値） 

計画汚水処理能力 

3,800m3/日 

（ただし、処理機能停止中。現在、処理能力 7,600 m3/日の処理場

建設中） 

処理水放流先 マラカル島沖合海中放流 

 

現在、既存の下水道システムの適性を評価する調査が、米国のコンサルタントにより進行中である。

関係機関にヒアリングしたところでは、定量的に既存施設の機能、能力を把握する資料は 1994 年の

調査報告書以外に無いことが分かった。したがって、現在進行中の既存施設に係る調査により、既存

システムの持つ問題点を定量的に把握することが可能となる。 
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2-2-2  調査対象路線における下水道施設 

上述の下水道施設のうち、調査対象路線に設置されている施設は表 2-6 のとおりである。なお、アイ

ライ CW には現在のところ下水道管は存在しない。 

表 2-6   調査対象路線の上水道施設 

調査路線 アイライ CW ミュンズ CW ﾏﾗｶﾙ CW ﾏﾗｶﾙ島内道路 

調査延長(km) 1.12 0.67 0.97 0.97 0.60 

流下方式 － 圧送 圧送 自然 圧送 

管径(mm) － 300 300 300 300 

管種 － DCIP DCIP AC DCIP 

設置方法 － 露出 埋設 埋設 埋設 

建設年 － 2001 － － － 

Note, RCP：鉄筋コンクリート管、AC：アスベスト管 

これらの管路施設の状態については、本調査において実施された試掘調査に合わせて確認すること

としたが、マラカル地区における試掘調査において下水道管路を確認するには至らなかった。マンホ

ール調査を実施したところ、マンホールと管路の接合部において、管路の突出、離脱等は見られなか

った。また、土被りについては最低で 1.2 m 程度あることが確認された。さらに、CW 区間に点在する

カルバートを調査した際に、カルバート区間の下水管路が更新されていることが確認された。 

調査対象路線における下水道の問題点として、豪雨時にマラカル島において、管内を汚水が逆流し

マンホールから溢水することが指摘された。このため、マラカル島内でその発生状況について現地住

民に聞き取り調査を行った。その結果、最近では 4 ヶ月ほど前に 1 度発生したとのことであった。通常

の降雨では溢水は発生しないとのことである。この原因について、1994 年の下水道施設調査報告書

によれば、ポンプ場の予備電源不足によるポンプの停止が主要な原因として述べられている。マラカ

ル島内には 2 つのポンプ場があるが、いずれのポンプ場にもバックアップ電源としての発電機が設置

されていることから、基本的に問題は無いものと考える。 

なお、同報告書によると、マラカル島内に入って既存ポンプ場 SPS-2 までの自然流下区間の流下能

力が不足しているとの報告がある。これについては、本調査により収集した資料を基に検討する必要

がある。 
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2-2-3 実施機関および関連機関 

現在、コロール州の下水道の運営維持管理は、開発資源省下の公共事業局下水道部により行われ

ている。同部は、管路施設担当者 3 名と下水処理場担当者 11 名の計 14 名が所属している。本事業

に関連する管路施設担当者の主な業務は、下水道本管への接続、管路施設の補修となっている。

2004 年度の予算要求額を入手したが、その約 8 割は従業員への報酬である。表 2-7 に内訳を示す。 

表 2-7   事業予算状況（2003～2004 年度）(単位：USD) 

 2003 年度 2004 年度 

人件費 40,140 49,000 

燃料、油脂類 7,400 11,100 

維持管理 2,500 1,500 

光熱費（電気代） 0 0 

その他 2,500 0 

計 52,540 61,600 

 

2-2-4 既存の事業計画、および他ドナーの援助動向 

現地調査時点で確認された事業計画は以下のとおりである。 

表 2-8   下水道に関わる既存の事業計画 

マラカル下水 

処理施設事業 

マラカル下水処理場の拡張事業。既存の下水処理場は処理機能が停止し

ており、現在既存の施設の更新を含め、処理能力を 7,600 m3/日（2 百万ガ

ロン/日）に拡張した処理場を建設中である。事業費は 3.5 百万 USD であ

る。 

コロール下水道 

改良計画 

事業は終了している。主様な事業内容はポンプ場の新設および更新であ

る。本調査対象地域との関連はない。事業費は 5.3 百万 USD である。 

 

2-2-5 道路改修に伴う下水道施設改修の必要性 

既存の下水道施設において、直接的に道路構造に悪影響を与える要素は無いものといえる。ただし、

下水道の機能面から、マラカル島内道路に埋設されている下水管が将来的に流下能力不足となる可

能性が懸念されている。 

表 2-9   流下能力の概略検討 

 既設管 更新案 

管路延長(m) 390 

管径(mm) 300 450 

管種 ｱｽﾍﾞｽﾄ PVC 

勾配(0/00) 2.3 

粗度係数 0.013 0.010 

流下能力 (m3/sec) 0.046 0.178 

計画汚水量 (m3/sec) 0.158 
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図 2-2   コロール州下水道施設配置図 
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3. コーズウェイの必要車線数 

3-1 コーズウェイの交通容量と必要車線数 

将来交通量は、社会産業人口動態調査を行っていないことから 1990 年代の車両登録数の伸び年

15％（Ｐ6-28 パラオ 2020）から、今後年 8%の伸びで下記のように 10 年後約 2 倍になると想定した。

現在交通量については次項 3-2 参照。 

 ミュンズＣＷ マラカル CW アイライ CW 
(参考) 

市内中央部 

現在日交通量 9000 台日 7000 台日 5000 台日 20000 台日 

ﾋﾟｰｸ時率 10％ 16％ 10％ 10％ 

10 年後交通量 18000 台日 14000 台日 10000 台日 40000 台日 

 

この場合、必要な車線数の計算をすると次のように車線幅員補正および側方余裕補正を1.0とした場

合、各ＣＷとも 2 車線で当面は交通処理が可能と考えられる。（道路の交通容量―日本道路協会―

による） 

ただし、車線幅を 3.0m、路側を 0.6m とした場合、補正係数は 0.86 になり、マラカルでは 10 年後の交

通量以下となり、ミュンズでは限界となる。 

 ミュンズＣＷ マラカル CW アイライ CW 
(参考) 

市内中央部 

基本交通容量 2500 台時 2500 台時 2500 台時 2500 台時 

車線幅員補正 1.0 1.0 1.0 1.0 

側方余裕補正 1.0 1.0 1.0 1.0 

大型車補正 0.98 0.98 0.98 0.98 

沿道条件補正 1.0 1.0 1.0 0.8 

可能交通量 2450 台時 2450 台時 2450 台時 1960 台時 

計画水準補正 0.9 0.9 0.9 0.9 

設計交通量 2205 台時 2205 台時 2205 台時 1764 台時 

ﾋﾟｰｸ率％ 10％ 16％ 10％ 10％ 

設計許容交通量 22000 台日 14000 台日 22000 台日 18000 台日 

10 年後交通量 18000 台日 14000 台日 10000 台日 40000 台日 

必要車線数 2 車線 2 車線 2 車線 3-4 車線 
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3-2 交通量調査結果まとめ表 

  2003 Jan 乗用車率 2003 Apr 乗用車率 2003 Nov 乗用車率 

ミュンズ CW ピーク時東行き 325  416  409  

ﾋﾟｰｸ時率 ピーク時西行き 397  440  415  

9－10％ ピーク時双方計 722 97% 856  824 94% 

 12／14 時間東行き 4,268  4340    

 12／14 時間西行き 3,879  4300    

 12／14 時間双方計 8,147 96% 8640 95%   

マラカル CW ピーク時東行き 435  319  295  

ﾋﾟｰｸ時率 ピーク時西行き 369  402  411  

15－17％ ピーク時双方計 804 92% 721  706 92% 

 12／14 時間東行き 2,320  4118    

 12／14 時間西行き 2,912  4117    

 12／14 時間双方計 5,232 93% 8235 91%   

市街地中心部 ピーク時東行き 1,180  890  780  

ﾋﾟｰｸ時率 ピーク時西行き 648  1028  953  

9－10％ ピーク時双方計 1,828 96% 1918  1733 83% 

 12／14 時間東行き 9,744  10455    

 12／14 時間西行き 8,687  10513    

 12／14 時間双方計 18,431 96% 20968 96%   

アイライ CW ピーク時東行き 232  257  160  

ﾋﾟｰｸ時率 ピーク時西行き 179  353  252  

10-11％ ピーク時双方計 411 89% 610  412 90% 

 12／14 時間東行き 1,948  2974    

 12／14 時間西行き 1,910  26652    

 12／14 時間双方計 3,858 92% 5626 89%   

出典：NK 資料、予備調査団報告書、基本設計調査団 
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4. 交通事故記録1 

4-1 コロール周辺交通事故まとめ 

（記録の対象となっている幹線道路の総延長を約 30 ㎞と仮定） 

 事故計 道路外 
内 

重大事故 
道路内 

内 

重大事故 
負傷者 死者数 

酒酔い 

事故 

内 

重大事故 

1997 169 47 40 122 20 28 2 41 28 

1998 129 25 22 104 23 32 0 34 27 

1999 129 38 33 91 32 54 0 16 7 

2000 267 58 21 209 35 47 0 82 36 

2001 111 16 15 95 12 20 0 9 5 

2002 293 88 38 205 41 51 1 29 13 

2003 185 40 25 145 57 81 1 44 31 

計 1,283 312 194 971 220 313 4 255 147 

大事故率   62％  23％    53％ 

Km 年当り* 6 1.5 1 5 1     

 

4-2 ３箇所のコーズウェイでの事故記録のまとめ 

（ＣＷの総延長を約 3 ㎞と仮定） 

 事故計 道路外 
内 

重大事故 
道路内 

内 

重大事故 
負傷者 死者数 

酒酔い 

事故 

内 

重大事故 

1997 22 18 18 4 1 9 1 8 7 

1998 13 6 6 7 3 8 0 4 4 
1999 12 10 10 2 0 5 0 2 2 

2000 21 13 6 8 4 9 0 17 8 
2001 6 5 5 1 1 1 0 1 1 

2002 33 17 14 16 6 11 0 7 6 

2003 5 4 4 1 0 2 1 2 2 

計 112 73 63 39 15 45 2 41 30 

大事故率   86％  38％    73％ 

Km 年当り* 5 3.5 3 2 1     

 

4-3 CW(コーズウェイ)別事故数 

 事故計 道路外 内 

重大事故 

道路内 内 

重大事故 

負傷者 死者数 酒酔事故 内 

重大事故 

Ngetmeduch 25 19 19 6 3 7 1 4 4 

KB Brg CW 20 10 9 10 3 8 1 11 8 

アイライ CW 45 29 28 16 6 15 2 15 12 

Minato-bashi 15 12 12 3 1 11 0 6 6 
マラカル CW 7 5 1 2 0 1 0 4 1 

Toirechuir 15 9 9 6 3 8 0 3 3 

マラカル CW 37 26 22 11 4 20 0 13 10 

MeyunsCW PH 3 1 1 2 0 0 0 0 0 

Meyuns CW 27 17 12 10 5 10 0 13 8 

Meyuns CW 30 18 13 12 5 10 0 13 8 

計 112 73 63 39 15 45 2 41 30 

                                                 
1 パラオ司法省（Ministry of Justice）と警察の交通事故記録を整理したもの。 
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5. 周辺環境生物調査 

5－1. サンゴ生息調査位置図 

 

 

 

5－2. 主要確認サンゴ 

Arakebesang Island 

Malakal Island 

Koror Island 

Minato Bashi Bridge 

1. - Habitant of seagrasses 

 - Poor water quality 

 - Piling up of sea water 

2. - Habitant of seagrasses and 

sea cucumber 

4. - Most of corals are dead. 

5. - Corals is inhabiting above at the 

depth of 4 m.  

 - Deposit area of wastes. 

3. - Habitant area of corals  

 - No precious species   

 - Clam Farm 

5



パラオ首都圏島間道路改善計画 巻末資料  

巻末資料ｐ-18 

5－2. 主要確認サンゴ 

 

  

Polrites sp. Porites rus 

  

Porites cylindrica Acropora spp. 

  

Anacropora spp. Pavona cactus 

  

Pocillopora damicornis Fungia sp. 

5
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5－3. 主要確認マングローブ 

 

  

Mangrove at Airai Causeway Mangrove at Airai Causeway 

  

Mangrove at Meyungs Causeway Mangrove at Meyungs Causeway 

  

Rhizophora sp. Sonneraria alba 
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6 コーズウェイの構造設計 

設計条件としては 50 年確率の潮位と異常気象を考慮し、コーズウェイを計画する。 

設計基準は港湾の施設の技術上の基準・同解説 （平成 11 年度）とする。 

（Technical Standards and Commentaries for Port and Harbor Facilities in Japan 1999） 

6-1 構造型式の選定 

捨石護岸型式は、被覆石、下層石材、中詰材から成る。被覆石は設計波高と堤防斜面勾配によって

その所要重量が算定される。下層材は被覆石重量を分散するとともに石材の空隙を通って中詰材が

流出するのを防ぐものであり通常 2 層で仕上げる。 

この型式の護岸は長い経験、水理実験および多くの事例に裏付けされた信頼度の高い工法である。

適切に設計された捨石提は耐久性が高く、改良を加えやすく、耐波性の大きい特徴を有する。この

型式の構造物は大きな破壊に至ることなく沈下し補修が可能であり被害を受けても効果的に継続し

て機能する。今回計画する捨石提被覆石の粗い表面は波の遡上高と越波を減少するのに役立つ。 

6-2 天端高 

コーズウェイの天端高は次の何れかの考え方に基づいて決定されるが、経済性の観点から b) の方

法をとる。 

 方法 問題 

a) 波の遡上高を基本として、越波を一

切許容しないような高さに天端高を

設定しようとするもの 

遡上高を適正に算定するのが技術的に難しい. 

また天端高が不経済な高さになる可能性がある 

b) 越波量を基本として、許容越波量以

下になるようにコーズウェイの天端高

を決めようとするもの 

越波量は諸々の要素によって影響されるので、

水理模型実験なしに越波量を適正に予測する

ことは難しい。また許容越波量の決め方も問題 

 

b)の場合、コーズウェイの天端高は次式によって算定する。 

50 年確率高潮位を設計高潮位(DHT)として採用する。 

また設計波高の 60%を DHT に加算する。入手した 37 年間の記録から、50 年確率波高を計算すると

6.6m とほとんど変らず、コーズウェイ前面の最大波高もほぼ 1.5m であり同様となる。従って、設計波

高を 1.5m と設定する。 

Hc = DHT +0.6 x DWH ここに; 

Hc: コーズウェイの天端高 (m) 

DHT: 設計高潮位 (m), 

DWH: 設計波高 (m) 

 

上式によって算定されたコーズウェイの天端高は 50 年確率越波を防ぐ最低高さであり設計では余裕

をみて 3.8～3.9m とする。これは Bench Mark Level では 2.25～2.35m となる。この場合、既存の CW

の平均的な高さは約 1.8m であるので、45～55cm 不足することになる。この不足分は、コーズウェイの
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嵩上げ又はパラペットで対応するものとする。 

 

6-2-1 潮位髙と測量髙の比較 

港 湾 設 計で 用 いる 潮位 （ 海図 ： Chart 

Datum）と道路設計基本水準点（地形図：

bench mark）には差がある。 

その関係は右図の通りである。 

(単位:m) 

 

図 6-1   パラオにおける潮位と基本水準点の関係 

6-2-2 設計潮位 

1985 年から 2003 年の天文潮位および気象潮位を含む潮位の実測データに基づく各年の最高潮位

からパラオの確率潮位を求めると表 3-6 のようになる。(図 3-7 参照) ここでは 50 年確率潮位(2.83m)

をもって設計潮位とする。(測量基準で 2.83-1.55=1.28m) 

表 6-1   パラオにおける確率潮位 

再現期間 年 10 20 30 40 50 

未超過確率 % 90 95 97 98 98 

変数(rv) - 1.52 1.73 1.84 1.92 1.98 

確率潮位 mm 2,722 2,772 2,799 2,818 2,831 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2   パラオにおける確率潮位（Weible 分布(k=2.0)による） 

Highest Tide

y = 237.97x + 2360.5
R2 = 0.9378

2300

2400

2500

2600

2700

2800

2900

0.00 0.50 1.00 1.50 2.00

rv

T
id

e(
m

m
)

Highest T ide 線形 (Highest T ide)

  Chart Datum Level      Bench Mark Level

+2.83 Design Tide          +1.28

+2.02 MHHW                 +0.47

+1.55 MSL　　　　　　　　   0.00(Bench Mark)

 0.00 MLLW(Chart Datum)    -1.55
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6-2-3 設計波高 

パラオ国を構成する 200以上の島全体は、外環珊瑚礁によって取り囲まれており、パラオ周辺で発達

した沖波は回折、屈折の作用を受けながら外洋から進入し、外環珊瑚礁（リーフエッジ）で砕波し、リ

ーフフラットを進行するにつれて波高は減衰する。したがい、外環珊瑚礁が自然の防波堤の役割を

果たしているため、年間を通じて常時の静穏度は高いが、コーズウェイの設計を行う場合には極大波

の存在を考慮するものとする。 

本調査で収集した 37 年間の沖波の最大波高は 6.5 m であるが、浅いリーフフラットに入るとこれが減

衰され、満潮時コーズウェイ前面において水深が-2 m の場合、その最大波高は、1.5 m となる。(下表

参照) 

表 6-2   コーズウェイ前面の満潮時水深―2m の場合の波高分布 

回数 AREA 63 

H0 SE S SW W NW N NE E 

H1/3 0 -25 -22 -15 0 15 22 25 

Total 

(Number) 

2.5 m         0  

(%)          

1.5 m  8  982  2,218  1,320  1,716  3,508  20  9,772  

(%)  0.02  2.14  4.83  2.87  3.74  7.64  0.04  21.28  

0.5 m 4,158  3,752  2,928  2,092  1,630  1,744  7,522  12,330  36,156  

(%) 9.05  8.17  6.38  4.55  3.55  3.80  16.38  26.85  78.72  

Total 4,158  3,760  3,910  4,310  2,950  3,460  11,030  12,350  45,928  

(%) 9.05  8.19  8.51  9.38  6.42  7.53  24.02  26.89  100.00 

 

6-3 斜面の法勾配 

斜面の法勾配は施工の容易さを配慮して 1:1.5 とする。 

6-4 被覆石および下層石材の所要重量 

波力を受ける構造物の斜面を構成する被覆石の重量はハドソン公式を用いて算定される。 

W = 
α

γ

cot)S(K
H

rD

r
3

3

1−
 

ここに; 

W: 被覆石の最小重量 (ton), 0.4 

γr:  被覆石の空中単位体積重量 (ton/m3), 2.6 

Sr: 被覆石の海水に対する比重, 2.6 x 
031
001
.
.

=2.52 

α:: 斜面が水平面となす角 (度), cotα=1.5 

H1/3: 設計波高 (m), 1.5 

KD: 被覆材および被害率によって定める定数, 

砕石で且つ被害率が 10%以下の場合 4.0  

 

結論として、被覆石の所要最小重量は 0.4ton となる。 

一方、下層石材の所要重量は被覆石重量の 1/10 とする。 
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6-5 根固め工 

コーズウェイの斜面を洗掘から保護するため根固め工を実施する。根固め工の標準断面を下図に示

す。(図 3-8 参照) 

6-6 被覆石および下層石材の構成 

捨石護岸の斜面は被覆石および下層石材から成る。それぞれの諸元は次のように設計される。 

表 6-3   捨石護岸の概要 

 被覆石 下層石材 

層数 1 2 

最小重量 (kg) 400 40 

層厚 (m) 0.6 0.3 

斜面の勾配 1:1.5 1:1.5 

層の表面の許容不陸 (m) ±0.15 ±0.1 

 
6-7 構造断面 

捨石提の標準断面は下図に示される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-3   捨石提の標準断面 
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7. 地球環境の変化に伴う海面変動 

世界中の各地で長期的な海面上昇の傾向がある。その結果海岸域の土地が直接冠水することにより、

又は海浜が高くなった水位に対応して変形し、ゆるやかで長期的な海岸線の後退が起こる。 

南太平洋諸国の 1 つにおいて毎年 3mm ずつ海面が上昇しているという報告があるが、パラオにおい

ては、マラカル港の最近 19 年間の潮位観測記録から海面上昇の変化は認められない。（平均海面: 

図 6-1 参照） 従って、コーズウェイの天端高の決定に海面上昇を考慮しない。しかし長期的に潮位

変化の動向をモニターすることは望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-1   パラオにおける平均潮位の経年変化 
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8 地滑り箇所についての検討結果 

マラカル道路の 2 箇所の舗装面に以下に示すように亀裂が入り路面が沈下しているが、この地下に

はコロール全市の汚水を処理場に圧送する下水管が埋設されているため、状況把握と対策工の検

討が必要とされている。 

[現状] 

両方の沈下箇所は、いずれの亀裂も道路海側で馬蹄形にガードレールと共に移動・沈下している。 

（STA) 0+395～ 0+4150 

（長さ）約 20ｍ 

（幅）約 2m 

（沈下量）数 cm～10 数センチ 

 

 

（STA) 0+458～ 0+468 

（長さ）約 10ｍ 

（幅）約 1m 

（沈下量）数 cm～10 数センチ 

 

また、この道路山側は、汚水処理場拡張計画でかなり大きな規模の土工が行われており、裸の法面

にシートが掛けられている。（発注；CIP、施工；BlackMicro）下の写真参照 
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｛検討結果｝ 

調査では 2 つの仮定をとり対策を検討した。 

仮定 1：地すべり･沈下は、道路海側の部分的なもの 

仮定２；道路部分も含む大きな斜面すべりが発生している。（山側がかなり長期にわたり表土を剥ぎ雨

水に露出されているため、その可能性を現段階では否定できない。） 

この仮定のいずれが正しいか確認するため、帰国後東京で地盤関係の専門家と相談した結果、詳細

設計時に下表 9-１に示すような調査を実施することを検討したが、下記のような理由から現在仮定２

の大規模斜面すべりは発生していないと判断した。 

1) 30 m 離れた沈下区間を包括するような大きな斜面すべりが発生している場合、道路横断方向の

亀裂や沈下現象が発生するはずであるが、これらの現象は現地では見られない。 

2) 道路山側脇に旧日本軍のコンクリート製監視所が残存しているが、移動・亀裂が見られない。 

3) 下水処理場拡張計画地区斜面上にすべりの兆候をしめす横断的な亀裂が見られない。 

しかし、現在工事が遅れ雨曝しになったままの下水処理場拡張計画地内から豪雨等により大規模な

すべり破壊が将来起きる可能性は否定出来ない。この場合、当道路改善計画の検討対策を超える災

害であり、下水処理場拡張計画で対処すべきものと判断し、その旨先方政府に伝えることとした。 

仮定１については次のように理解している。 

本道路はマラカル島の海岸沿いの急斜面に山側切土と海側盛土で建設されたと推定される区間で

ある。したがい路面沈下現象は海側盛土と元原地表面の境界をすべり面として不安定化している可

能性が強い。過去に既に沈下部分を手直しした跡があり、その後さらに生じたと推定される現状の変

位は車両通行可能の状態であるが、今後山側からの盛土境界面を通じ滲みてくる雨水を引き金とし

て崩壊することもあり得ると判断される。 

対策案としては、現在の道路盛土部分外側に擁壁を構築し路体部分は段切り掘削後、良質盛土材

で 20 cm 程度毎に転圧する補強土工法を採用し、再舗装する。 
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盛土部分の不安定化・変状に対する対処方針を決定するための調査案として下記のような方法を検

討した。安全性を確認するため、詳細設計では、前述の仮定で問題がないことを斜面防災専門技術

者の目で直接確かめるため現地踏査を実施することを提案する。 

現地を再確認後、問題があると判断された場合には、下の表に示すようなボーリングを実施する。 

表 8-１   詳細調査の方法案 

 調査の概要 作業日数 目的 結果 

第１次 

現地調査 

斜面防災技術者に

よる現地踏査 

現地 7 日 

＋国内 10 日 

 計 17 日 

対策工の基本検討を行うと

同時に、詳細設計に必要な

諸調査計画を立案するため

現地の地形・地質の基本的

性状を把握する 

道路構造物周辺の変形状

況を整理し道路面の変形

メカニズムを総合的に判

定する。 

第２次 

現地調査 

盛土崩壊 

調査の場合 

 

ボーリング： 

A：10m×2 孔 

B：15m×1 孔 

＝35m 

 

１週間 

A 現在変状が現れている路

面の法肩付近で行う 

Bは道路山側斜面の健全性

確認のため実施 

盛土/現地表面の境界確

認 

大斜面 

地すべりの 

調査の場合 

 

ボーリング：15m×5

孔＝75m 

縦横断地形測量： 

各１測線×60m 

 

３週間 

地すべり地域の中心測線で

3 孔 

道路法肩付近 2 孔 

平面図作成： 

60m×80m＝ 

4,800m2 

 
詳細設計 

盛土崩壊の場合 

対策工の設計 盛土補修 

設計：１週間 

補強土盛土工法を中心  

大斜面地すべり

の場合 

安定解析の実施 大斜面地すべ

り対策工： 

１ヶ月 

 アンカーや鋼管杭等の抑

止工の設計・工事仕様書

作成。 
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9 既存橋脚パイルの支持力・杭体断面力照査 
(橋脚パイルの支持力・杭体断面力照査) 

9-1 照査条件・方法 

パイルベント構造諸元の設定: 入手資料を元に設定 

海底・支持層への根入れ深さ・海底の地質構成: 一部工事図面および海底目視調査を元に推定 

荷重条件： 地震時のものを用いた。  

杭体の断面応力計算条件: パイル構成要素である、H 型鋼・コンクリート・鋼管の各要素の剛度

(ヤング係数 x 断面二次モーメント)の比率により、発生する断面力を個別に分担する「重ね梁」とし

て検討した。 

突出杭モデルとし、杭体の最大曲げモーメント発生位置での断面応

力照査を行った。なお、設計解析手法は、道路橋示方書に準じた。 

照査に用いた橋脚構造図を右図に示す。 

9-2 パイルベント(横梁)下端での作用力 

- 地震時の作用力集計表は、下記の通りとなる。 

- 設計水平震度は、0.06 とした。 

表 9-1   作用力集計 

作用力 橋軸方向 橋軸直角方向 

V(kN) 2,404.0 2,404.0 

H(kN) 144.0 144.0 

M(kN*m) 149.0 157.0 

 

9-3 照査結果 

9-3-1 安定照査 

被覆しているコンクリートおよび鋼管を考慮せず，岩盤に支持していると考えられる H 鋼杭のみで照

査した。 

死荷重として、パイルの被覆コンクリート(24kN)および被覆鋼管(14kN)の重量(合計 38kN*３本分)も考

慮した。 

安定照査結果は、表 9-2 の通りとなり、現在の構造系で問題がないと結論付けられた。 

ベント

被覆鋼管

被覆ｺﾝｸﾘｰﾄ

H鋼杭

海底

Coral Sand

支持岩盤

Bed Rock
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表 9-2   安定照査結果 

橋軸方向 橋軸直角方向  

(作用力) (許容力) (作用力) (許容力) 

押込み力 PNmax (kN) 839 < 1,036 1,022 < 1,036 

引抜き力 Pnmin (kN) 839 < -201 656 < -201 

判定 OK OK 

 

9-3-2 杭体断面照査 

最大曲げモーメント照査 

最大曲げモーメント発生位置は、杭先端から約 1m の位置となり、H 型鋼・コンクリート・鋼管の複合構

造を、重ね梁として荷重分担率を算定し、分担率に応じた作用力を用いて各部材の応力照査を行な

った。杭体応力照査結果を下表に示す。杭体の引張に対しての鋼管部の分担率が高いが、発生応

力は許容値内であることが、結論付けられた。 

最大曲げモーメント発生位置(杭先端から約 1m)は、干潮時水位以深であり、この部分の鋼管は、海

洋付着物などは見受けられるが健常であることが確認されており、断面耐力上の問題はない。 

表 9-3   杭体断面照査結果(最大曲げモーメント発生箇所) 

部材 H 型鋼 コンクリート 鋼管 
部材諸元 W14*119 5000psi, 

#11bar*4 

Dia28in. 

t=1/4in. 

荷重分担率 31% 7% 62% 

 
σt σta σc 

(σt) 

σca 

(σta) 

σt σta 

圧縮(MPa) 
- 2.0 < 15.6 - 

（比率） 
 (0.13)  

引張(MPa) 
97.7< 210.0 46.6 < 270.0 202.3< 210.0 

杭
体
応
力 

（比率） 
(0.46) (0.17) (0.96) 

判定 OK OK OK 
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鋼管腐食箇所・曲げモーメント照査 

曲げモーメント発生位置を、杭上端より 4.5 m の位置(鋼管腐食が激しい箇所)とし、H 型鋼・コンクリ

ートの複合構造を、重ね梁として荷重分担率を算定し、分担率に応じた作用力を用いて各部材の応

力照査を行なった。杭体応力照査結果を表 9-4 に示す。杭体の引張に対しての H 型鋼部の分担率

が高いが、発生応力は許容値内であることが、結論付けられた。 

このため、健常である H 型鋼・コンクリート部で断面耐力は充分確保できることが確認された。 

表 9-4   杭体断面照査結果(鋼管腐食箇所) 

部材 H 型鋼 コンクリート 鋼管 

部材諸元 W14*119 
5000psi, 

#11bar*4 

荷重分担率 80% 20% 

 σt σta 
σc 

(σt) 

σca 

(σta) 

圧縮(N/mm2) 
- 1.9 < 15.6 

（比率） 
 (0.12) 

引張(N/mm2) 
186.2 < 210.0 22.6 < 270.0 

杭
体
応
力 

（比率） 
(0.89) (0.08) 

判定 OK OK 
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10 舗装設計計算 

10-1 設計条件 

10-1-1 基本条件 

本舗装設計では、AASHTO で設計を採用し、確認のため日本舗装協会の舗装要綱法で比較を行っ

た。 

AASHTO のアスファルト舗装設計方法では下記のような流れで設計を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10-1   AASHTO のアスファルト舗装設計方法 

必要強度は、構造指数（SN）と呼ばれ、下記の基本式から求める。 

8.07- M log * 2.32
 

1)(SN
1094  0.4

 
1.5)-(4.2

PSIlog
0.20- 1) (SN log * 9.36  S *  Z  log  R10

5.19

 10

100R1810 +

+
+

+++=

Δ

W  

 

]

)/(
42.18-J[D*215.63

1.132)-(D*Cd*cS'[ log *)1*32.022.4(

 
1)(D

16240000 1

 
1.5)-(4.5

PSIlog
0.06- 1) (D log * 35.7 S *  Z  log

25.0
0.75

0.75
10

8.46

 10

100R1810

kEc

p

W

−

+

+
+

+++=

Δ

 

 

この基本式は、AASHTO の１０年間に及ぶ実際道路での大規模な試験結果を統計的にまとめた経

験式である。 

４．設計交通量推定

２．供用期間の設定１．現況交通量の測定 

３．交通量の伸率推定 

７．路床支持力の設定 8．必要強度の算定

1０．必要舗装厚の算定

１１．各材料特性の把握 

１２．各層の必要最小厚 

５．その他条件の設定 

１３．各舗装厚の決定

６．現在舗装構造の調査 

９．現舗装道強度の算定 

アスファルト舗装 

コンクリート舗装 
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ここに ―W18： 供用期間内の 18kip(=8.2t)換算の輪軸通過回数 

 ―ZR： 信頼性係数（信頼性確率に対応。地方部幹線道路は 75～95 の範囲） 

 ―So： 全体の標準偏差（たわみ性舗装は通常 0.45、剛性舗装では 0.35 とす

る） 

 ―D： コンクリートスラブ厚 

 ―MR： 路床土のレジリエント係数＝CBRｘ(750~3000)＝CBRx1500 

 ―⊿PSI： 供用性指数の低下分 

（例：初期値：Po＝4.2、終局値：Pt＝2.5 とすると Po―Pt＝1.7） 

 ―S’c： コンクリート破断係数（PSI） 578psi (参照 Design Guide page-I-5) 

 ―J： ジョイントの荷重伝達係数（表 2.6 から 3.0 とする） 

 ―Cd： 損傷係数（表 2.5 から 1.0 とする） 

 ―Ec： コンクリート弾性係数（PSI）=57,000*(圧縮強度)0.5 （pII-16） 

 ―ｋ： 有効支持力係数（PSI）300 と仮定 (P-II-39 Fig3.3.) 

 

上記基本式では、SN を直接求めることが出来ないため、ノモグラムが用意されているが、その使用に

当たって線を引く際、誤差を招きやすく、実用上は問題がある。 

そこで以下の設計計算では基本式を Excel の Goal Seek 機能を用いた繰り返し計算により使用した。 

10-1-2 供用期間 

たわみ性舗装の設計供用期間は、道路種別等

により、10 年～50 年と幅が広く、一定していな

い。 

右の表は AASHTO の標準解析期間を示す。 

舗装要綱ではアスファルト舗装、コンクリート舗装

ともに 10 年を標準としている。 

短期間とすると初期投資が小さくてすむが、維持管理費用の増大、供用後の維持管理・補修に伴う

交通障害が懸念されるため、重要幹線道路ほど設計期間を長期にとる。 

設計期間を長期間とする場合には、その間の社会状況の変化、それに伴う交通量の変化、重量車の

増大等予測しがたい要素があり、適切な設計が困難となる欠点を有する。 

10 年を対象とした場合の設計と、20 年を対象とした設計を比較した場合、増加 SN は 10～15％でし

かないため、特に幹線道路、市街地道路では設計供用期間を長期とするのが望ましいが、まず 10 年

で設計し、供用後の様子を観察し、5～10 年程度経過後オーバーレイを行うステージコンストラクショ

ン工法も一般的である。 

本計画では、設計供用期間として 10 年を考える。 

表 10-1   AASHTO による解析期間 

道路条件 解析期間(年) 

交通量の多い都市内道路 30-50 

交通量の多い地方道路 20-50 

交通量の少ない舗装道路 15-25 

交通量の少ない砂利道 10-20 
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10-1-3 ⊿PSI：供用性指数の低下分 

AASHTO の実験での特徴の一つが PSI（Pavement Service Index 供用性指数）の導入であり、下表の

ような数値が用いられる。 

表 10-2   PSI の数値概念 

 PSI  
最大 5.0  

初期供用性指数 P0 
4.5 

4.2 

（剛性舗装） 

（たわみ性舗装） 

終局供用性指数 Pt 

3.0 

2.5 

2.0 

（オーバーレイを行うべき時期） 

左の３種の値から選択する 

（表３-3 参照） 

最小 0  
 

基本式からも分かるように AASHTO では、初期供用性指数 P0＝4.2 の実験道路を終局供用性指数

Pt＝1.5 になるまで実験した。P については、最近の舗装技術の向上に伴い 4.5 を採用することも多い

が、本計画の立地条件、作業の制約条件を考え 4.2 とする。 

終局供用性指数 Pt について一般の人々の受認性は、下表のようにまとめられている。 

表 10-3   終局供用性指数 PSI 

終局供用性指数 Pt 常用できないと表明した一般ユーザーの割合 

3.0 12% 

2.5 55% 

2.0 85% 

 

本計画では終局供用性指数として Pt＝2.5 を採用し、⊿PSI＝4.2－2.5＝1.7 とする。 

10-1-4 設計交通量 

将来累積交通量は、交通量調査結果から、初年度 800 台日～10 年目 1600 台日として累計４.4 百万

台と仮定する。軸荷重は 18Kips＝8.2 トン軸重と仮定する。 

10-1-5 路床支持力の設定 

現地土質調査結果から、設計 CBR は、10 と仮定し、以後これを基に舗装設計を行う。 

10-1-6 その他条件の設定 

AASHTO の舗装設計法では、以上の他に環境要因、排水条件、信頼性等を決めることが必要である。

AASHTO の実験地と異なる立地条件、施工条件を設計者が加味するように要求されているが、具体

的に各現場にどのように適用するのか AASHTO の仕様は明確ではないが以下に概要を記す。 
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10-1-7 環境条件 

温度と降雨の２つの要素を考慮する。年間 3200mm の降雨量と平均気温 25-30 度とから条件的には

中庸と考える。 

10-1-8 排水条件 

舗装構造特に路盤の排水性に問題がある場合舗装の性能は劣化していく。AASHTO では安定処理

をしない場合の路盤の層係数を修正するため排水係数ｍを考えているが、本計画では舗装が完全

に濡れる割合を最高度の 25%・排水状態は良好の場合としてｍ＝1.00 となり、特段の増減等考慮しな

いでよいレベルとなる。 

表 10-5   排水係数 

 舗装構造が飽水状態に近い含水比レベルに暴露される時間の百分率 

排水の質 １％以下 １～５％ ５～２５％ ２５％以上 

優 1.40~1.35 1.35~1.30 1.30~1.20 1.20 

良 1.35~1.25 1.25~1.15 1.15~1.00 1.00 

並 1.25~1.15 1.15~1.05 1.00~0.80 0.80 

不良 1.15~1.05 1.05~0.80 0.80~0.60 0.60 

悪 1.05~0.95 0.95~0.75 0.75~0.40 0.40 

 

10-1-9 ZR：信頼性係数 

上記２項目を含め、設計寿命期間に発生する可能性のある予期しない供用、荷重、破損に対して舗

装が存続する確率である。 

基本式に用いられている信頼性係数 ZR と、信頼性確率 R(%)とは下記のような関係にある。 

表 10-6   信頼性係数 ZR と、信頼性確率 R(%)との関係 

R 99.9 99 98 97 96 95 93 90 85 80 70 60 50 

ZR -3.090 -2.327 -2.054 -1.881 -1.751 -1.645 -1.476 -1.282 -1.037 -0.841 -0.524 -0.253 -0.000 

 

ここに信頼度 R の推奨値は、下記のようになっている。 

表 10-7   信頼度 R の推奨値 

 州際道路・高速道路 幹線道路 集散道路 地方道路 

都市部 85-99.9 80-99 80-95 50-80 

地方部 80-99.9 75-95 75-95 50-80 

 

本計画では、総合的判断から R＝85％、ZR=-1.037 とする。 
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10-1-10 So：全体の標準偏差 

上記各要素の偶然偏差が正規分布をしめすものとして下記のような値が示されている。 

本計画では、0.45（アスファルト舗装）と 0.35（コンクリート舗装）を採用する。 

表 10-8   全標準偏差 S0 

 アスファルト舗装 コンクリート舗装 

将来交通量分散が考慮されている場合 ０．４４ ０．３４ 

将来交通量分散が考慮されていない場合 ０．４９ ０．３９ 

供用履歴の誤差を含めたとき ０．４５ ０．３５ 

 

10-1-11 材料特性 

AASHTO の舗装設計法の最大の特色は路床、路盤、表層材料のそれぞれの力学的性質をレジリエ

ント係数で求め計算することにあるが、弾性体ではないため弾性係数の代わりに用いるレジリエント係

数は、載荷時間、温度等に大きく影響されるもので、妥当な数値をどのように選択決定するか難しい

課題である。 

本設計では、路床、路盤、表層のレジリエント係数 MR、層係数 a を下表のように仮定する。 

表 10-9   舗装各層のレジリエント係数 MR、層係数 a 

 

 

 

 路床 下層路盤 上層路盤 As 安定処理 表層（ｱｽｺﾝ） 表層（ｺﾝｸﾘｰﾄ） 

材料条件  

修正 CBR 

30%以上 

PI=6.0%以下 

修正 CBR 

80%以上 

PI=4.0%以下 

ﾏｰｼｬﾙ安定度 

350kg 以上 

ﾏｰｼｬﾙ安定

度 

500kg 以上 

280kg/cm2 

4000psi 

レジリエント 

係数 MR 

CBR 

x 

1,500 

21,000 

（CBR x 700） 

28,000 

（CBR x 350） 
280,000 400,000 

57,000xFc0.5 

3.6x10６ 

層係数 
 

 

A3 

0.08 

A2 

0.14 

A1 

0.35 

A1 

0.42 
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10-1-12 仮定項目のまとめ 

以上の検討の結果、計算にあたり仮定すべき項目を整理すると次のようになる。 

表 10-10   計算上使用する数値の総括表 

 使用する数値 詳細説明項 

供用期間の設定 10 年 (2) 

現況交通量の測定 

交通量の伸率推定 

設計交通量推定 10 年間で約 440 万台 500-700 万軸 (3) 

現況路床支持力設定 10 (4) 

その他条件の設定 

（ほぼ定数として扱う） 

ZR：信頼性係数 =－1.037 

So：全体の標準偏差 ＝0.45(As)・0.35(C) 

MR：路床土のレジリエント係数＝15,000psi 

⊿PSI：供用性指数の低下分＝1.7 

(5) 

 

(6) 

各材料特性 

厚さ換算係数 

レジリエント係数 

 

下層路盤材 0.08  21,000psi 

粒状路盤材 0.14  28,000psi 

安定処理路盤材 0.35 280,000psi 

アスコン  0.42  400,000psi 

コンクリート     3,600,000 psi 

(7) 

 

10-2 必要強度の算定 

以上の条件を基本式に入れ、計算した結果を下記に示す。 

表 10-11   必要構造指数計算表 

Asphalt     

入力データ CBR 10 10 10 

設計期間 年数 10 10 10 

目標値 軸数 5,000,000 6,000,000 7000000 

  ZR -1.037 -1.037 -1.037 

  S0 0.45 0.45 0.45 

  dPSI 1.7 1.7 1.7 

路床のレジリエント係数 Mr 15,000 15,000 15,000 

GoalSeek 数式入力セル  5,000,000 6,000,000 7,000,000 

変化させるセル SN 3.3 3.4 3.5 

 D(inch) 7.9 8.2 8.4 

 Ta 換算 20.2 20.8 21.3 

表層  10.0 10.0 10.0 

路盤  30.5 32.3 33.9 

     

=10^(Zr*So+9.36*LOG(Sn+1)-0.2    

+(LOG(dPSI/2.7)/(0.4+1094/(Sn+1)^5.19))+2.32*LOG(Mr)-8.07) 
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表 10-12   必要コンクリート厚計算表 

Concrete       

入力データ CBR 10 10 10   

設計期間 年数 10 10 10   

目標値 軸数 5,000,000 6,000,000 7,000,000   

 ZR -1.037 -1.037 -1.037   

 S0 0.35 0.35 0.35   

 dPSI 1.70 1.70 1.70    

路床のレジリエント係数 k 300 300 300   

 S'c 578 578 578   

 j 3.0 3.0 3.0   

 Cd 1.00 1.00 1.00 圧縮強度  

 Ec 3,600,000 3,600,000 3,600,000 280 4060 

GoalSeek 数式入力セル  5,000,000 6,000,000 7,000,000 kg/cm2 psi 

変化させるセル D 8.7 9.0 9.3   

 CM 換算 22.2 22.9 23.5   

       

=10^(Zr*So+7.35*LOG(D+1)-0.06+(LOG(k/3)/(1+1.624/(D+1)^8.46))   

+(4.22-0.32*2.5)*LOG((S'c*Cd*(D^0.75-1.132))/(215.63*J*((D^0.75)-(18.42/((Ec/k)^0.25))))) 

 

10-3 路盤厚 

アスファルト舗装の場合、最小路盤厚は 10 ㎝とされており、路床の上の多層構造として、表層アスフ

ァルト舗装とのバランスを考えながら決めていく。本計画では、コーラル砕を使用する予定で、この修

正 CBR は石灰安定処理に近いものと推定される。これを 15 ㎝づつ 2 層に計 30 ㎝の路盤を設計し

た。 

コンクリート舗装の場合、通常は平板載荷試験による支持力係数を路盤面で 20 ㎏/㎝ 2 以上（B 交通

以上）となるように設計する。実際には路床の支持力係数との比率から必要厚を求めるが、今回は支

持力係数を試験していないため、コンクリート舗装要綱に記載されている CBR 法によるものとした。

CBR10 の路床では 15 ㎝とされているので〔CBR≧80〕、これを採用することにした。 

10-4 セメントコンクリート舗装 

コンクリートは路側と一体として舗設するのが好ましい。この場合施工幅員は 4.8ｍとなる。また縦目地

はタイバー（1ｍ毎）を用いたダミー目地とする。 

横膨張目地は、通常 300～350ｍ間隔、即ちコーズウェイ中間に 1 箇所必要とするが、現地の気温差

の少ない気候を考え省略する。横収縮目地は、8ｍ毎とし、スリップバーを用いたダミー目地とする。

32ｍに 1 箇所は打ち込み形、その他はカッター目地とする。スリップバーは 4.8ｍ幅で 12 本入れる。 

原則として鉄網と縁部補強鉄筋を用いる。鉄網の鉄筋量は、3 ㎏/ｍ2（6 ㎜異形）とし表面から 1/3 の

位置におく。縁部補強鉄筋は D13 異形鉄筋を 3 本結束し使用する。 

コンクリートは曲げ強度 40～45kg/cm2、スランプ 5～8cm のものとする。 

10 
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10-5 各舗装厚の決定 

前述の表に示す層厚に施工性を加味し舗装構造は下記のようにする。 

表 10-13   舗装厚 （設計期間 10 年  CBR=10 18kips 5～７百万軸） 

 表層 粒状路盤 合計厚 

案 1 As５cm+５cm ３０cm ４０㎝ 

案 2 Con２５cm １５cm ４０㎝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10-6 （参考） 日本の舗装要綱での道路区分 

舗装要綱では、5 年後の大型車 1 日 1 方向当

りの交通量を推定し、左表に示す区分で舗装

設計を行う。 

 

ここに大型車の輪荷重は 5 トンを標準として考

えているので、AASHTO の ESAL 交通量（18Kips＝8.2 トン軸重）とは下記のように異なる。 

想定大型車の輪荷重配置を右のように仮定すると(全重 14 トン)、日

本の大型車の 1 台当りの ESAL 換算数は（前輪 4/8.2）4＋（後輪

10/8.2）4 ＝0.0566＋2.2118＝2.27、すなわち約 2.3 倍となるので、

舗装要綱で区分される大型車交通量は 800／2.3～1600／2.23＝

400～700 台であり、B 交通に相当する。 

 

表 10-4   舗装要綱の道路区分 

交通量の区分 大型車交通量(台/日・1 方向)

L 100 未満 

A 100 以上~250 未満 

B 250 以上~1,000 未満 

C 1,000 以上～3,000 未満 

D 3,000 以上 

As 舗装 2x５㎝ 

路盤 2x15 ㎝ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 25 ㎝ 

路盤 15 ㎝ 

路床 CBR>10 

コンクリート舗装(代替案) アスファルト舗装(採用案) 

路床 CBR>10 

2ｘ2＝4 t 5ｘ2＝10 t 
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11 地形と設計降雨強度に基づく排水施設設計 

隣接流域からの設計流出量を求め排水計画を行う｡

隣接流域面積の算定は米国内務省作成（1983年）

による地図（1/25,000）を用いた｡ 

表 11-1    隣接地流域面積 

流域名 流域面積 (m2) 

A 15,700 

B 55,100 

C 42,000 

D 72,400 

E 03,800 

F 75,800 

 
隣接流域からの流出量算定は合理式(下式)を用い

る｡ 

 

ここで、 Q : 雨水流出量（m3/sec） 

 C : 流出係数 

 I : 流達時間内の降雨強度（mm/h） 

 a : 集水面積（m2） 

 

流出係数(C)は流域地表面の状況から右のよう

に定める｡（道路土工･排水工指針、(社)日本道

路協会） 

流達時間(t: min)は地表水が排水路へ流入す

るまでの流入時間(t1)と､排水路を計画地点(流

末)まで達する流下時間(t2)よりなる｡流入時間

は以下の Kervy 式で算定する｡ 

467.0

1 28.3
3
2









⋅⋅×=
s
nLt d  

 

表 11-3   地覆状態による遅滞係数          
地覆状態 nd の値 

アスファルト、コンクリート面 0.013 

滑らかな締固め土面 0.10 

芝地牧草地 0.40 

落葉樹林 0.60 

遅滞係数の値は右の係数による。 

 

針葉樹林 0.80 

 

aICQ ⋅⋅⋅
×

= 6106.3
1

表 11-2   流出係数適用値 

流域名 地表面の状況 流出係数 C 

A 裏は崖の民地 0.4 

B 山腹､平坦な民地 0.3 

C 山腹 0.2 

D 山地 0.2 

E 山地（開発中） 0.2 

F 山地､一部平坦地 0.2 

ここで、 t1 : 流入時間（min） 

L : 集水域最遠点からの流路長（m） 

ｎd : 遅滞係数 

s : 集水域の勾配 

マラカル島内道路流域図
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0.1

1.0

5.0

0.1% 1.0% 10.0%

 

水路勾配 I 

V 型側溝

コンクリート側

ｎd=0.6 を用い読図による各集水域の勾配、流路長から流入時間を求めると以下のようになる｡ 

表 11-4   流入時間の算定 
流域名 流路長（m） 高低差（m） 集水域の勾配 s

（%） 

流入時間 t1（min）

A 140 8 5.7 22.3 

B 200 48 24.0 18.8 

C 210 62 29.5 18.3 

D 370 124 33.5 23.2 

E 380 124 32.6 23.6 

F 300 124 41.3 20.0 

 

排水路内の流下時間は以下による｡ 

V
Lt
⋅

=
602  

ここで、t2 : 流下時間（min） 

V : 流路中の平均流速（m/sec） 

 

なお、V は下式による｡ 

2
1

3
21 IR

n
V ⋅⋅=  

 

ここで、 n : 粗度係数 

 R : 径深（m） 

 I : 流路勾配 

 
排水路として 50 cm×50 cm の現場打ちコンクリー

ト側溝、および W=1.0 m、H=30 cm の V 型側溝を

想定し､8 割水深時の平均流速を求めると､水路

勾配に応じ右図のようになる｡ 図より、平均流速

2 m/s（水路勾配が 1～2%）を流下時間算定に用

いる｡各流域毎の排水路延長を 300 m と仮定する

と､流下時間は 2.5 分となる｡ 

  
設計降雨強度はコンパクト道路の排水設計で採

用されている､図 11-3 に示す降雨継続時間-設

計降雨強度関係図の内、25 年確率の値を用い

る。 

以上の条件で求められた各流域の流出量を表11-5に示

す｡ 

表 11-5   流出量の算定 
流域 A B C D E F 

流域面積 (m2) 15,700 55,100 42,000 72,400 3,800 75,800 

流出係数 0.7 0.5 0.7 0.7 0.7 0.7 

流達時間 (min) 13.8 33.9 23.5 26.4 19.7 27.1 

設 計 降 雨 強 度 

(mm/h) 

101.0 66.4 78.8 74.6 85.6 73.3 

流出量 (m3/s) 0.308 0.508 0.644 1.050 0.063 1.086 

 

図 11-3 に現場打ちコンクリート側溝ならびに V 型側溝の８割水深における可能通水流量と水路

勾配の関係図を示す｡排水工計画は以上で求められた 25 年確率降雨による流出量を流下させ

うる排水工を図 11-4 より判定し採用する｡ 

平均流速-水路勾配関係図 
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結果を下表に示す。 

表 11-6   道路排水工位置表示 

測点 
山側 

排水計画流量 

 

 U 型側溝断面
横断 

管渠   

海側 V 型 

1000x300 

流末溝

 

コーズウェイ境
STA1+580 

T 型交差点 1+535

1+525 

L=10 

  
700x700 

L=120 
 L=11m L=130 

 
L=40m

STA. 1+450 0.308（m3/s）     φ800   U 型 

 

 

T 型交差点 1+340

1+300 

L=40 

  
700x700 

L=60 
  L=100   

STA. 1+350 0.508 m3/s）   φ1000  U 型 

  

  

 700x700 

L=210 
L=11m 

T 型交差点 L=8 

1+233～1+225 

L=202 

L=40m

STA. 1+140         

  
   700x700 

L=90 
 L=90   

STA. 1+050 0.644（m3/s）    φ1000 T 型交差点 L=20 U 型 

     700x700 

L=220 
L=11m 

0+880～0+860 

L=200 
L=40m

STA. 0+830         

     700x700 

L=120 
 L=120   

STA. 0+710 1.050（m3/s）    φ1000  U 型 

     700x700 L=11m    

STA. 0+580    L=130     

  
  

  
400x400 

L=180 
  L=60 L=40m

STA. 0+400     φ500  U 型 

  0.063（m3/s）   400x400 L=11m    

STA. 0+320     L=180    L=40m

     400x400       

STA. 0+180    L=140  L=190   

  
   400x400 

L=100 
    

STA. 0+080 1.086（m3/s）    φ1000  U 型 

      
700x700 

L=80 
 L=11m L=80 

 
L=40m

枡 800x800 

800x1000

800x1000

800x1000

600x600

800x1000
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図11-3   降雨継続時間―設計降雨強度関係図 
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設計可能流量 Q (m3/sec)

コンクリ－ト管路

現場打ちコンクリート側溝 

V 型側溝 
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図 11-4   排水工設計可能流量(8 割水深)-水路勾配関係図 

表 11－7  道路排水溝数量表 

U700 U500 交差点 V1000 O1000 O800 O500 U700 

120 

60 

210 

90 

220 

120 

130 

 

100 

80 

＋ 

＋ 

＝ 

 

＝ 

 

180 

180 

140 

10 

40 

8 

 

20 

＝130 

＝100 

＋202 

90 

＋200 

120 

310 

180 

240 

80 

 

11 

 

11 

 

 

11 

 

 

11 

11  

 

 

 

 

 

 

 

11 

 

40 

 

40 

40 

 

40 

 

40 

40 

1130 500 78 1652 55 11 11 240 
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